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第51回定時株主総会招集ご通知に
際してのインターネット開示事項

第51期
［平成28年４月１日から平成29年３月31日まで］

・2.⑸業務の適正を確保するための
体制及び当該体制の運用状況

・連結計算書類の連結注記表
・計算書類の個別注記表

株式会社エノモト

会計監査人及び監査役の監査を受けた本開示書類は、法令及び当社定款
第18条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.enomoto.co.jp)に掲載することにより、株主の皆様にご提
供するものであります。

なお、「事業報告の2.(5)業務の適性を確保するための体制及び当該体制の
運用状況」は、監査報告の作成に際して、監査役が監査をした事業報告の一
部であります。また、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別
注記表」は、監査報告の作成に際して、監査役及び会計監査人が監査をした
連結計算書類及び計算書類の一部であります。

表紙
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⑸　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
①　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の
業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は次のとおりであります。な
お、当社は、平成28年10月28日開催の取締役会において、上記体制を定めた基本方針（「内
部統制システムに関する基本方針」）を一部改定する決議をいたしております。
イ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

企業理念に基づいた「企業倫理行動指針」を定め、コンプライアンスに対する考え方、
行動基準を明確化し、職制を通じて適正な業務執行の徹底と監督を行うとともに、企業
倫理の浸透及びコンプライアンス体制の維持・向上に努める。

取締役の職務執行状況については、「取締役会規程」に基づき、取締役会に報告する
とともに、他の取締役の職務執行を相互に監視・監督する。また、取締役の職務執行状
況は、監査基準及び監査計画に基づき監査役の監査を受ける。

使用人の業務執行状況については、業務執行部門から独立した内部監査部が定期的に
内部監査を実施し、その結果を被監査部門、経営層及び監査役に適宜報告する。

コンプライアンス体制の充実・強化を推進するため、従業員等から通報相談を受付け
る通報相談窓口を設置する。

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報については、社内規定及び法令に基づき作成・保存・管

理するとともに、必要に応じて取締役、監査役、会計監査人等が閲覧できるものとする。
また、取締役の職務執行に係る情報の作成・保存・管理状況について、監査役の監査

を受ける。
ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

「リスク管理規程」を制定し、当社グループのリスク管理は、社長または社長が指名
した取締役を委員長とするリスク管理委員会が行う。

リスク管理委員会は、本社に事務局を設置し、部門横断的なリスク状況の監視及び対
応を行うとともに、個別業務ごとに設置された委員会等や関係会社ごとに任命したリス
ク管理責任者と緊密に連携する体制を整える。リスク管理委員会は内部監査部と連携し、
全体のリスク管理状況を掌握し、その結果を取締役会に報告する。

また、経営に重大な影響を与えるリスクが発現した場合に備え、予め必要な対応方針・
マニュアルを整備するとともに、全ての役職者にリスク管理能力を高めるための研修等
を実施し、リスクによる損失を最小限度に抑える体制を整える。

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ．取締役会により、当社グループの中長期経営計画の策定、各部門の年度目標、予算

の設定を行う。
ｂ．取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するため、取締役会を原則

として毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、「取締役会規程」
に定めた重要事項の決議と取締役の職務の執行状況の監督を行う。

ｃ．経営会議を設置し、当社グループの経営戦略等の業務執行上の重要事項について、
十分な検討・審議を行う。

ホ．企業集団における業務の適正を確保するための体制
ａ．当社グループにおける業務の適正を確保するため、グループとしての規範、規則を

「関係会社管理規程」として整備し、グループ全体のコンプライアンス体制の構築を
図る。

ｂ．子会社の取締役または監査役を当社から派遣し、取締役は子会社の取締役の職務執
行を監視・監督し、監査役は子会社の業務執行状況を監査する。
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ｃ．子会社は、当社との連携・情報共有を保ちつつ、自社の規模、事業の性質、機関の
設計その他会社の個性及び特質を踏まえ、自律的に内部統制システムを整備すること
を基本とする。

ヘ．財務報告の信頼性を確保するための体制
当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため財務報告に係る内部統制が有効、

適切に機能する体制の整備を実施するとともに、その運用状況について継続的に評価し
必要な措置を行うものとする。

ト．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対す
る指示の実効性の確保に関する事項
ａ．監査役よりその職務を補助すべき使用人の配置の求めがあった場合には、監査役と

協議のうえ人選を行う。
ｂ．当該使用人の人事については、常勤監査役と事前に協議を行い、同意を得たうえで

決定する。
ｃ．当該使用人の監査役補助に関する職務遂行については、取締役からの指揮命令は受

けないものとする。
ｄ．当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査役補助に関する職務遂行を優

先するものとする。
チ．取締役及び使用人等が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す

る体制
ａ．当社グループの取締役及び使用人は、グループに著しい損害を及ぼすおそれのある

重要な事項を適時適切な方法により監査役に報告するものとする。
ｂ．監査役はいつでも必要に応じて、グループ会社の取締役及び使用人に対して業務の

執行に関する報告を求めることができるものとする。
ｃ．監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するた

め、重要な会議及び委員会に出席し、必要に応じて取締役及び使用人にその説明を求
めることができるものとする。

リ．前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制

当社グループは、報告をした者が報告したことを理由に不利益な取扱いを受けること
がないよう「内部通報規程」を制定し、その防止を図るものとする。

ヌ．監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について、必要な費用の前払い等の請求について、

職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理
する。

ル．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ．監査役会は、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等について

意見交換を行う。
ｂ．監査役は、内部監査部と緊密な連係を保つとともに、必要に応じて内部監査部に調

査を求める。
ｃ．監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見及び情報の交換を行うとともに

必要に応じて会計監査人に報告を求める。
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ヲ．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況
ａ．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は反社会的勢力による経営活動への関与の防止や当該勢力による被害を防止す
るため、「企業倫理行動指針」に、反社会的な活動や勢力とは、一切の関係を遮断し、
毅然とした態度で臨むことを徹底し、公正・透明・自由な競争を尊重し、適正・健全
な取引を行うことを定め、これを基本的な考え方とする。

ｂ．反社会的勢力排除に向けた整備状況
ⅰ）対応統括部署及び不当要求防止責任者の設置状況

経営企画部を対応統括部署とし、リスク管理委員会と連携して対応する。また、
各事業所には不当要求防止責任者を設置し、不当要求に対応できる体制にする。

ⅱ）外部専門機関との連携状況
警察、顧問弁護士等との連携を常に密にし、有事において適切な相談・支援が受

けられる体制を整備する。
ⅲ）反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況

反社会的勢力に関する情報は経営企画部に集約され、一元的に管理される。また、
その情報は、全社で共有する。

ⅳ）対応マニュアルの整備状況
反社会的勢力の排除については、「企業倫理行動指針」をはじめ、「コンプライ

アンス規程」「販売管理規程」「購買管理規程」に定めるとともに、具体的な対応
要領を作成し社内へ周知・徹底をする。

ⅴ）研修活動の実施状況
不当要求防止責任者は定期的に外部専門機関等の講習を受講し、情報の収集や対

処法の取得をする。また、当社では「企業倫理行動指針」の徹底を図るため、毎年、
全従業員に対し教育研修を実施する。反社会的勢力への対応は企業倫理上も重要な
項目と位置づけ、教育研修プログラムに組み入れ、知識及び意識の向上に努める。

②　業務の適正を確保するための体制の運用状況
当社グループは、「内部統制システムに関する基本方針」に基づき、次の通り運用して

おります。
イ．コンプライアンスに関する取組み

当社は、朝礼や社内報等を通じ当社従業員に対し定期的にコンプライアンス教育を実
施しております。また、全従業員が「経営理念」、「企業倫理行動指針」、「コンプラ
イアンス規程」等を理解し遵守する旨の宣誓書を提出しました。

その他、「内部通報規程」に基づき設置している従業員相談窓口からの通報により、
通報者の保護を図りつつ問題の早期発見と改善に努めており、その運用状況等は取締役
経営企画部長を委員長とする「リスク管理委員会」に定期的に報告しております。

ロ．リスクマネジメントに関する取組み
当社は、原則月１回開催の「リスク管理委員会」において、「リスク管理規程」に基

づきリスク調査及び分析を行い、経営への影響度に応じ関係部署あるいは全社へ展開し、
対策を実施しております。
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ハ．内部監査体制及び財務報告に係る信頼性の確保に関する取組み
当社は、代表取締役社長直轄部署の内部監査部（平成28年10月までは社外取締役を委

員長とする内部監査委員会）が「内部監査規程」に基づく内部監査計画に従い、内部監
査員によるウォークスルー監査を実施し、業務プロセスの継続的見直しを実施しつつ、
従業員に対し内部統制システムの重要性と遵守教育を実施しております。また、「コン
トロール自己評価規程」に基づき、業務プロセスの担当者が当社の内部統制を日常的に
モニタリングし、「リスク管理委員会」と連携しつつその妥当性評価及びプロセスの改
善を適宜実施しております。

また、財務報告に係る内部統制については、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性
の観点から評価範囲を決定し、財務報告に係る内部統制の評価を行っております。

ニ．業務執行の適正の確保に関する取組み
当社は、原則月１回及び臨時に開催の取締役会において、法令または定款に定められ

た事項及び経営上の重要事項を決定するとともに、業務執行に関する報告を受け、取締
役の職務執行の監督を行っております。また、取締役及び部長による「経営会議」を通
じ、取締役会において決定した方針の効果的な執行を図っております。

ホ．監査役監査の実効性の確保に関する取組み
当社監査役は、原則月１回及び臨時に開催の監査役会において、監査に関する重要事

項を協議・決定するとともに、取締役会及びその他重要な会議への出席並びに個別のヒ
アリングや重要書類の閲覧を通じ、業務執行の状況を把握し、監査の実効性の確保を図
っております。

ヘ．当社グループにおける業務の適正の確保に関する取組み
子会社は、当社取締役が子会社の社長を兼務しており、定例の取締役会及び「関係会

社管理規程」に基づく申請・報告を行う体制としているほか、当社役員及び内部監査部
等が定期的に監査・指導を行っております。

－ 4 －
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　　連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　　３社
・主要な連結子会社の名称　　　　　ENOMOTO PHILIPPINE MANUFACTURING Inc.

ENOMOTO HONG KONG Co., Ltd.
ZHONGSHAN ENOMOTO Co., Ltd.

②　非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称　　　　ENOMOTO LAND CORPORATION

 

・連結の範囲から除いた理由　　　　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益(持
分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、連結計
算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

⑵　持分法の適用に関する事項
　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称　　　　　　　ENOMOTO LAND CORPORATION
 

・持分法の適用から除いた理由　　　上記持分法不適用の非連結子会社は、当期純損益(持分に見合
う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等に及ぼす影響が軽微
であり、かつ全体としても重要な影響を及ぼしていないためで
あります。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社であるENOMOTO PHILIPPINE MANUFACTURING Inc.、ENOMOTO HONG 
KONG Co., Ltd.、ZHONGSHAN ENOMOTO Co., Ltd.の決算日は、12月31日であり連結決算日
との差は３ヶ月以内であるため、連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用
しておりますが、連結決算日との間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお
ります。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

 

・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算
定）

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法
ロ．デリバティブ　　　　　　　　　時価法
ハ．たな卸資産

・製品・仕掛品（プレス製品及び金型用量産部品）・原材料
………主に移動平均法による原価法(貸借対照表価額については、収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)
・仕掛品（金型及び装置）・貯蔵品（金型修理用パーツ）

………主に個別法による原価法(貸借対照表価額については、収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

・貯蔵品（金型修理用パーツを除く）
………主に最終仕入原価法(貸借対照表価額については、収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定)

－ 5 －
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産は除く）

当社は定率法（当社の金型については、生産高比例法）、在外
連結子会社は定額法によっております。
ただし、当社については、平成10年４月１日以降に取得した建
物（附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法によっておりま
す。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
　建物及び構築物　　　　　　７～35年
　機械装置及び運搬具　　　　４～11年

ロ．無形固定資産（リース資産は除く）
 

・自社利用のソフトウエア　　　　社内における利用可能期間(５年) に基づく定額法によってお
ります。

・その他の無形固定資産　　　　　定額法によっております。
ハ．リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。
ニ．長期前払費用　　　　　　　　　定額法によっております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与に充てるため、支給見込額を計上しております。
ハ．役員退職慰労引当金　　　　　　当社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連

結会計年度末要支給額を計上しております。
④　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。ただし、振当処
理の要件を満たす為替予約については振当処理に、特例処理の
要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用してお
ります。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段…為替予約取引及び金利スワップ取引
ヘッジ対象…外貨建売上債権及び借入金

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　　当社は、為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引
を行い、また、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利
スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約ごと
に行っております。

 

ニ．ヘッジの有効性評価の方法　　　振当処理の要件を満たす為替予約については振当処理を採用
しております。また、それ以外の為替予約については、外貨建
による同一金額で同一期日の為替予約を実施しており、実行の
可能性が極めて高いため、有効性の評価を省略しております。
金利スワップ取引については、特例処理を採用しておりますの
で有効性の評価を省略しております。
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⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債の計上基準

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における見込
額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を退職給
付に係る資産及び退職給付に係る負債として計上しておりま
す。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資
産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調
整累計額に計上しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実
務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した
建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　これによる損益に与える影響は軽微であります。

３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

有形固定資産 2,536,643千円
投資有価証券 19,926千円

計 2,556,569千円
　上記の物件は、短期借入金231,000千円及び長期借入金（1年内返済予定含む）306,080千円の担保
に供しております。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 18,486,813千円
　　　上記減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。

⑶　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基づき有形固定資産の事業用の土地の再評
価を行い、当該評価差額のうち法人税その他の利益に関する金額を課税標準とする税金に相当する金
額である繰延税金負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金と
して純資産の部に計上しております。
　なお、当連結会計年度において賃貸等不動産の土地を一部減損等したため、当該評価額に係る繰延
税金負債34,246千円を取崩し、土地再評価差額金79,907千円は当連結会計年度末に取崩したものとみ
なして利益剰余金に計上しております。
　「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」第３条第
３項に定める再評価の方法については、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政
令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出する方法を採用し
ております。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日
再評価を行った土地の期末における時価と
再評価後の帳簿価額との差額 △870,891千円
　上記の時価と再評価後の帳簿価額との差額のうち賃貸等不動産に関するものについては△
349,629千円含まれております。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 15,348千株 －千株 13,813千株 1,534千株
（注）平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施いたしました。これによ

り、発行済株式の総数は13,813千株減少しております。
⑵　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等
・配当金の総額　　　　　　　91,936千円
・１株当たりの配当金額　　　6.00円
・基準日　　　　　　　　　　平成28年３月31日
・効力発生日　　　　　　　　平成28年６月30日
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
平成29年６月29日開催の第51回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額　　　　　　　149,997千円
・配当の原資　　　　　　　　利益剰余金
・１株当たりの配当金額　　　100.00円
・基準日　　　　　　　　　　平成29年３月31日
・効力発生日　　　　　　　　平成29年６月30日

⑶　 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
①　目的となる株式の種類 普通株式
②　目的となる株式の数 5,620株
③　新株予約権の残高 562個

（注）平成28年10月１日付で行った普通株式10株を１株とする株式併合により、新株予約権の目的と
なる株式の数は調整されております。

５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達して
おります。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借
入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投
機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関し
ては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、
主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としています。
　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有
する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年
以内）は主に設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されてい
ますが、このうち長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化
を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用し
ています。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしている
ため、その判定をもって有効性の評価を省略しています。
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　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、ま
た、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ
取引を行っています。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次
に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　「⑵　金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、
その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
⑵　金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ
らの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、
次表には含まれていません（（注2）参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円）(＊) 時価（千円）(＊) 差額（千円）

⑴　現金及び預金 2,422,017 2,422,017 －

⑵　受取手形及び売掛金 4,719,290 4,719,290 －

⑶　投資有価証券
　　　その他有価証券 402,109 402,109 －

⑷　支払手形及び買掛金 (4,589,984) (4,589,984) －

⑸　短期借入金 (867,253) (867,253) －

⑹　長期借入金（1年内返済
予定含む） (306,080) (305,771) (308)

⑺　デリバティブ取引 － － －
(＊) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

⑴　現金及び預金、並びに⑵　受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っています。

⑶　投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。なお、有価証券はその他有価証
券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は、次のとおり
です。

種類 取得原価
（千円）

連結貸借対照表
計上額（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 株式 247,628 387,904 140,276

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 株式 17,983 14,204 △3,779

合計 265,612 402,109 136,497
⑷　支払手形及び買掛金、並びに⑸　短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っています。
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⑹　長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利
率で割り引いて算定する方法によっています。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例
処理の対象とされており（下記⑺ロ．参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金
の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定す
る方法によっています。

⑺　デリバティブ取引
イ．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
該当事項はありません。

ロ．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
金利関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ
対象

契約額等
（千円）

契約額等のうち１年超
（千円）

時価
(千円)

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
長期借入金

支払固定・受取変動 40,000 － （注）
（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上
記⑹参照）。

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額419,746千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ
ュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「⑶投資有価証券」には含めていません。

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
１年以内（千円）

現金及び預金 2,420,238

受取手形及び売掛金 4,719,290
投資有価証券
　　　その他有価証券のうち満期があるもの －

合計 7,139,529
（注4）長期借入金の連結決算日後の返済予定額　　　　　　　　　　　　　　　　　 単位：千円

区　分 １年内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

長期借入金 206,400 99,680 － － －

６．賃貸等不動産に関する注記
　当社では、山梨県その他の地域において、賃貸用の工業・商業施設（土地を含む。）を有しております。
平成29年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は43,904千円（賃貸収益は営業外収益に、主
な賃貸費用は営業外費用に計上）、減損損失は167,987千円（特別損失に計上）であります。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであ
ります。

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価
（千円）当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,789,798 △32,007 1,757,790 1,305,439
（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で

あります。
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２．当連結会計年度増減額の主な増加額は海外子会社の遊休不動産(114,497千円)であり、主な減
少額は減損損失(133,335千円)であります。

３．当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金
額であります。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 8,246円54銭
⑵　１株当たり当期純利益 613円35銭

（注）平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しました。これに伴い、当
連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しておりま
す。

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

９．追加情報
(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）
を当連結会計年度から適用しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

・子会社株式　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法
・その他有価証券

 

時価のあるもの　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法
②　デリバティブ等
　　デリバティブ　　　　　　　　　　時価法
③　たな卸資産

・製品・仕掛品（プレス製品及び金型
用量産部品）・原材料

 ………移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）

・仕掛品（金型及び装置）・貯蔵品（金
型修理用パーツ）

 ………個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品（金型修理用パーツを除く）
 ………最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産
定率法（金型については生産高比例法）ただし、平成10年４
月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平
成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
　建物　　　　　　　　　　７～35年
　機械及び装置　　　　　　４～11年

②　無形固定資産
・自社利用のソフトウエア　　　　　社内における利用可能期間(５年) に基づく定額法によってお

ります。
・その他の無形固定資産　　　　　　定額法によっております。

③　長期前払費用　　　　　　　　　　定額法によっております。
⑶　引当金の計上基準

 

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上してお
ります。
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③　退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
ただし、当事業年度末においては前払年金費用として投資そ
の他の資産に表示しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　・数理計算上の差異の費用処理方法
各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、そ
れぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

 

④　役員退職慰労引当金　　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく期
末要支給額を計上しております。

⑷　重要なヘッジ会計の方法
 

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。ただし、振当
処理の要件を満たす為替予約については振当処理に、特例処
理の要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用し
ております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　ヘッジ手段…為替予約取引及び金利スワップ取引
ヘッジ対象…外貨建売上債権及び借入金

 

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　　当社は、為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取
引を行い、また、借入金の金利変動リスクを回避する目的で
金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契
約ごとに行っております。

 

④　ヘッジ有効性評価の方法　　　　　振当処理の要件を満たす為替予約については振当処理を採用
しております。また、それ以外の為替予約については、外貨
建による同一金額で同一期日の為替予約を実施しており、実
行の可能性が極めて高いため、有効性の評価を省略しており
ます。金利スワップ取引については、特例処理を採用してお
りますので有効性の評価を省略しております。

 

⑸　退職給付に係る会計処理　　　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処
理方法は連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異
なっております。

⑹　消費税等の会計処理　　　　　　　　税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実
務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物
附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　これによる損益に与える影響は軽微であります。
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３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

有形固定資産 2,536,643千円
投資有価証券 19,926千円

計 2,556,569千円
　上記の物件は、短期借入金231,000千円及び長期借入金306,080千円の担保に供しております。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 13,195,702千円
上記減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。

⑶　保証債務
関係会社の金融機関からの借入等に対して次のとおり保証を行っております。

104,712千円
⑷　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 105,929千円
②　短期金銭債務 17,567千円

⑸　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する
法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基づき有形固定資産の事業用の土地の再評
価を行い、当該評価差額のうち法人税その他の利益に関する金額を課税標準とする税金に相当する金
額である繰延税金負債を負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金と
して純資産の部に計上しております。
　なお、当事業年度において賃貸等の土地を一部減損等したため、当該評価額に係る繰延税金負債
34,246千円を取崩し、土地再評価差額金79,907千円は当事業年度末に取崩したものとみなして繰越利
益剰余金に計上しております。
　「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」第３条第
３項に定める再評価の方法については、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政
令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出する方法を採用し
ております。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日
再評価を行った土地の期末における時価と
再評価後の帳簿価額との差額 △870,891千円

４．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

①　売上高 398,195千円
②　仕入高 135,075千円
③　営業取引以外の取引高 109,120千円

⑵　減損損失
　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用　途 場　所 種　類 金　額

貸付資産 上野原市及び甲州市 建物、土地 167,987千円
　当社は、事業損益単位を基準に資産のグルーピングを行っております。ただし、将来の使用が見込
まれていない遊休資産などは、個別の資産グループとして取り扱っております。
　事業活動から生じる損益が継続的にマイナスである資産グループに係る資産及び土地の時価の下落
が著しい物件について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に
計上しております。
　減損損失の内訳は、建物11,619千円、土地121,716千円、撤去費用34,651千円であります。
　回収可能価額は正味売却価額及び、使用価値により測定しており、正味売却価額は不動産鑑定評価
額等により評価し、使用価値は将来キャッシュ・フローを4.3％で割り引いて算定しております。
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の
株 式 数

当 事 業 年 度 増 加
株 式 数

当 事 業 年 度 減 少
株 式 数

当 事 業 年 度 末 の
株 式 数

普 通 株 式 25千株 32千株 23千株 34千株
（注）１．自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得32千株及び単元未満株式の買

取0千株による増加分であります。
２．平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施いたしました。これ

により、自己株式は23千株減少しております。

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 10,529千円
賞与引当金 66,300千円
未払事業税 13,405千円
役員退職慰労引当金 33,862千円
投資有価証券評価損 4,278千円
繰越欠損金 709,510千円
棚卸資産 22,209千円
減価償却費 602千円
減損損失 84,568千円
その他 12,849千円

小計 958,115千円
評価性引当金 △856,200千円

合計 101,914千円
繰延税金負債

前払年金費用 26,340千円
その他有価証券評価差額金 38,006千円

合計 64,347千円
繰延税金資産の純額 37,567千円
再評価に係る繰延税金負債 289,669千円

７．リースにより使用する固定資産に関する注記
 該当事項はありません。
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８．関連当事者との取引に関する注記
⑴子会社等

属 性 会社等の名称
議決権等の
所 有 (被 所
有)割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

( 千 円 ) 科 目 期末残高
( 千 円 )

子会社
ENOMOTO 
PHILIPPINE
MANUFACTURING
Inc.

所有
直接100

当社製品の販
売、外注加工、
債 務 保 証 、
固定資産の譲
渡

 製品の販売（注1） 258,452 売 掛 金 62,688

 外注加工委託（注2） 53,276 ｢流動負債｣
そ の 他 8,893

 固定資産譲渡（注1） 23,115 － －

 配当の受取（注3） 48,330 － －

 債務保証（注4） 104,712 － －

子会社 ENOMOTO HONG 
KONG Co.,Ltd.

所有
直接100

当社製品の販
売、外注加工、
固定資産の譲
渡

 製品の販売（注1） 139,742 売 掛 金 34,297

 外注加工委託（注2） 81,799 ｢流動負債｣
そ　の　他 8,527

 配当の受取（注3） 37,674 － －

（注）１．市場価格、総原価を勘案して毎期価格交渉の上、取引条件を決定しております。
２．市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、取引条件を決定しております。
３．受取配当金については、当社が示す配当基準に準拠し、配当を実施しております。
４．銀行借入等に対して債務保証を行っております。なお、保証料は受領しておりません。

⑵役員及び個人主要株主等

属 性 会社等の名称
議決権等の
所 有 (被 所
有)割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

( 千 円 ) 科 目 期末残高
( 千 円 )

役員に
準ずる者 榎本　保雄 被所有 2.54

当社相談役
（注1）

自己株式の取得
（注2） 95,760 － －

役員に
準ずる者 榎本　信雄 被所有 0.85

当社相談役
（注1）

自己株式の取得
（注2） 66,024 － －

（注）１．榎本保雄氏及び榎本信雄氏は当社元取締役であり、長年にわたる経営の経験及び業界全体への
深い造詣をもって現経営陣に様々な助言を行う目的で平成29年３月31日まで相談役を委嘱し
ておりました。

２．平成29年２月17日の取締役会決議に基づき、自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3)を利用
し平成29年２月20日の株価終値5,040円で取引を行っております。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 6,371円04銭
⑵　１株当たり当期純利益 372円72銭

（注）平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しました。これに伴い、当
事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

10．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

11．追加情報
(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）
を当事業年度から適用しております。
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